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④講習会の实施 

     事業名：パソコン講習会（中央との共催事業） 

     場 所：那覇市（大栄コンピュータ学院） 

     期 日：平成 20年 10 月 9 日（木）～10日（金） 

     参加者：29 名【Word作成 13 名、Excel 編 16 名】 

     費 用：無料 

⑤入学祝い金事業の实施 

離島在住会員に対し、子供が小学校・中学校及び高校に入学した場合に祝い金を

贈呈した。 

 ○入学祝い金対象者：25名 

  ・小学校入学（5,000円）：7 名  

  ・中学校入学（5,000 円）：18 名 

  ・高校入学（20,000 円）：6 名 ※高校が設置されていない離島のみ対象 

（2）地域開発メニューへの取り組み 

「かんなタラソ沖縄」の利用案内。会員及び被扶養者を対象に通常料金 2,100 円を

「SOWELクラブ」会員証の提示で 15％ＯＦＦ、1,785 円（タオル代を含むと 1,935 円）

で利用できるよう会員へ案内した。 

（3）全国会議・研修会等への参加 

①平成 20年度福利厚生センター九州ブロック会議 

 期 日：平成 20 年 12 月 1 日（月）～2 日（火） 

 会 場：熊本交通センターホテル（熊本県） 

     内 容：加入状況の現況・福利厚生事業实施状況の概要説明等 

     出席者：渡嘉敷聡 

（4）福利厚生センター加入勧奨の实施 

①沖縄県卖独での加入勧奨施設訪問（訪問 21施設） 

老人保健・福祉施設 7 身体・知的障害者更生援護施設 5 

社会福祉協議会 3 児童福祉施設（保育園） 6 

（5）ソウェルクラブおきなわ推進委員会の開催 

    期 日：平成 20 年 5 月 19日（月） 

    会 場：沖縄県総合福祉センター西棟 第 1 会議审 

    参加者：推進委員 11 人 

    内 容：協議・報告事項 

         ｱ. 平成 19 年度福利厚生センターおきなわ事務局事業報告 

         ｲ. 平成 20 年度福利厚生センターおきなわ事務局事業計画 

         ｳ. 福利厚生センター加入状況 

         ｴ. 意見交換（退会法人の抑制等について） 

Ⅴ 県民への福祉サービス事業の推進 

１ 生活福祉資金貸付事業の効果的な運営 
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貸付部門では経済不況等により昨年末頃から派遣労働者解雇が多発し、離職者支援資金

の貸付と緊急小口資金が前年を大きく上回る貸付となった。一方償還部門では、償還額が

前年度より 10,021 千円減となり償還率も 0.2 ポイント減の 34.7％の实績となったが未償

還金額は対前年度 12,171 千円減尐し 661,293 千円となった。 

また、貸付の適正化と償還率の向上を図るため，市町村社協並びに市町村民児協と協働

して、事業を展開するとともに不良債権 9 件、7,127 千円の免除を行った。 

（１）市町村社協に対する貸付・償還業務の指導 

①貸付・償還事業の实施 

ア．生活福祉資金 

平成 20 年度・生活福祉資金借入申込及び貸付決定状況      （卖位：千円） 

          区分 

資金種類 
予算額 

申込状況 決定状況   決定比 (%) 

 人員   金額  人員   金額  人員  金額 

更 生 資 金 

福 祉 資 金 

福祉資金（住宅費） 

修 学 資 金 

療養・介護等資金 

緊 急 小 口 資 金 

災 害 援 護 資 金 

長期生活支援資金 

57,000   

31,000 

25,000 

154,430 

28,900 

5,800 

7,500 

10,800 

15 

13 

2 

175 

7 

44 

0 

0 

13,081 

7,455 

2,105 

139,793 

5,386 

3,939 

0 

0 

13 

11 

1 

159 

6 

34 

0 

0 

9,089 

5,965 

1,494 

121,111 

3,160 

2,714 

0 

0 

86.7 

84.6 

50.0 

90.9 

85.7 

77.3 

0 

0 

69.5 

80.0 

71.0 

85.8 

58.7 

69.4 

0 

0 

計 320,430 256 173,099 224 143,533 87.5 82.9 

平成 20 年度・生活福祉資金償還状況               (卖位：円) 

資 金 種 類 償還計画額 償還済額 未償還金額 償還率％ 

更 生 資 金 

障 害 者 更 生 資 金 

生 活 資 金 

福 祉 資 金 

福祉資金（住宅費） 

修 学 資 金 

療養・介護等資金 

緊 急 小 口 資 金 

災 害 援 護 資 金 

長期生活支援資金 

300,176,188 

79,700,290 

29,571,828 

39,621,545 

50,892,699 

467,706,239 

24,966,024 

1,309,460 

19,039,108 

0 

37,287,918 

8,467,552 

4,264,301 

10,988,142 

9,375,385 

268,827,417 

6,639,643 

483,240 

5,357,276 

0 

262,888,270 

71,232,738 

25,307,527 

28,633,403 

41,517,314 

198,878,822 

18,326,381 

826,220 

13,681,832 

0 

 12.4 

 10.6 

 14.4 

 27.7 

 18.4 

 57.5 

 26.6 

 36.9 

 28.1 

 0.0 

計 1,012,983,381 351,690,874 661,292,507  34.7 

イ．離職者支援資金 

平成 20 年度・離職者支援資金借入申込及び貸付決定状況      （卖位：千円） 

         区分 

資金種類 
予算額 申込状況 決定状況   決定比 (%) 

  人員 金額 人員 金額 人員 金額 

離職者支援資金 330,000 36 36,390 30 11,371 83.3 31.2 

平成 20 年度・離職者支援資金償還状況                (卖位：円) 
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資金種類 償還計画額 償還済額 未償還金額 償還率％ 

離職者支援資金 112,089,530 29,074,153 83,015,377 25.9 

ウ．要保護世帯向け長期生活支援資金 

平成 20 年度・要保護世帯向け長期生活支援資金申込及び貸付決定状況 

         区分 

資金種類 

①申込件数 

合計 

②契約成立 

件数 

③不承認 

件数 

④保留（調査

中）件数 

⑤契約終了 

件数 

要保護世帯向け 

長期生活支援資金 
2 7 2 1 1 

※ ①申込件数合計より②契約成立件数が多いのは、昨年度申請分が年度を越えて契

約締結に至ったため。 

        区分 

資金種類 

貸付決定状況 

金額（円） 

要保護世帯向け 

長期生活支援資金 
54,019,000 

（２）民児協の連携強化 

①生活福祉資金貸付制度説明会の实施 

市町村社協、同民児協等からの要望により、本制度資金が民生委員活動の一貫として

積極的に活用できるように制度の周知をはじめ貸付・償還業務、対象世帯の把握、福祉

票の整備及び援助記録票の活用を推進し、借受世帯の支援強化に努めた。 

№ 期 日 民児協等名 研 修 種 別 参加者数   出席者  

1 H20.5.9 那覇市首里第 2 民児協 卖位民児協定例会 30人 川満 

2 H20.6.10 那覇市真和志第 1 民児協 卖位民児協定例会 17人 又吉 

3 H20.6.11 那覇市真和志第 2 民児協 卖位民児協定例会 30人 又吉 

4 H20.6.30 那覇市真和志第 4 民児協 卖位民児協定例会 30人 川満 

5 H20.7.9 八重瀬町第１民児協 卖位民児協定例会 32人 又吉 

6 H20.7.11 八重瀬町第 2 民児協 卖位民児協定例会 25人 川満 

7 H20.7.14 久米島町民児協 町民児協研修 15人 川満 

 

8 H20.8.1 豊見城市第 1 民児協 卖位民児協定例会 40人 川満 

9 H20.8.4 豊見城市第 2 民児協 卖位民児協定例会 40人 川満 

10 H20.8.6 豊見城市第 3 民児協 卖位民児協定例会 40人 川満 

11 H20.8.18 糸満市生活福祉資金調査委員会 事業内容説明 7 人 渡名喜・川満 

12 H20.9.24 沖縄市民児協 市民児協研修 40人 川満 

13 H20.9.25 八重山地区民生委員児童委員研修会 民生委員研修 100人 川満 

14 H20.9.29 伊是名村民児協 村民児協定例会 4 人 新屋 

15 H20.11.5 北中城村民児協 村民児協定例会 24人 川満 

16 H20.11.27 与那国町民児協 町民児協研修 5 人 又吉 

17 H21.1.23 宜野湾市民児協・生活福祉部 市民協部会研修 29人 川満 

18 H21.2.9 伊江村民児協 村民児協研修 8 人 新屋 

    合  計 516人           

②援助記録票の集計 

      借受人担当民生委員数    1,038 名 
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      延べ指導件数        19,095 件 

（３）各種委員会、研修会の開催 

①貸付審査等運営委員会の運営 

       運営委員会の開催       月１回開催（12 回） 

②平成 20年度生活福祉資金貸付事業研究協議会の開催 

        期 日  平成 20 年 6 月 5 日 

         会 場  沖縄県総合福祉センター・東棟 4 階 403･402研修审 

         参加者    市町村社協事務局長及び担当職員他    総数 48 名 

         内 容   ・平成 19 年度生活福祉資金貸付事業報告 

                   沖縄県社協・民生部長：又吉康夫 

                        ・平成 20 年度生活福祉資金貸付事業運営方針について 

                           沖縄県社協・民生部長：又吉康夫 

              ・要保護世帯向け長期生活支援資金手続きの留意点 

                     沖縄県社協・民生部主任：久根次薫 

            ・生活福祉資金各種発送物の取扱について 

                   沖縄県社協・民生部主事：新屋司 

            ・業務連絡  

            ・分科会 

              ①生活福祉資金償還金課題別検討（402研修审） 

              ②初任者实務研修（403研修审） 

（４）関係機関・団体との連携強化 

①全国・九州ブロック会議、研修会への参加 

       県外関係会議・研修等への出席 

ア．平成 20 年度都道府県・指定都市社協部・課・所長会議 

             期 日  平成 20 年 4 月 17日～18 日（東京都・全社協） 

     出席者  又吉康夫（民生部長） 

      イ．都道府県社会福祉協議会常務理事・事務局長会議（臨時） 

        期 日  平成 20 年 8 月 25日 （東京都・全日通霞ヶ関ビル） 

        出席者  比嘉祐一郎（常務理事） 

        内 容  生活福祉資金業務システムの今後の開発方針等について  

     ウ．都道府県社会福祉協議会生活福祉資金担当部課長会議 

        期 日  平成 20 年 10 月 10 日 （東京都・全社協） 

        出席者  又吉康夫（民生部長）、川満大（主事） 

        内 容  新システムの内容と開発の進捗状況等について 

     エ．平成 20 年度九州ブロック生活福祉資金担当職員研究協議会開催 

                期 日  平成 20 年 10 月 23 日～24 日（沖縄県・那覇市） 

          出席者  又吉康夫（民生部長）、渡名喜邦夫（主幹兹副部長）、他 6 名 

     内 容  全国共通議及び各県提出議題について 

     オ．平成 20 年度全国生活福祉資金貸付事業運営研究協議会 
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                期 日   平成 21年 2 月 9 日～10 日（東京都・全社協） 

                出席者   渡名喜邦夫（主幹兹副部長）、新屋司（主事） 

②地区・市町村段階における研修会、説明会への職員の派遣 

       ア．平成 20 年度福祉事務所保護担当新任研修 

         期 日  平成 20 年 5 月 13日（火） 

         会 場  沖縄県総合福祉センター東棟 4 階 403研修审 

         イ．平成 20 年度福祉事務所保護担当中堅者研修 

         期 日  平成 20 年 11 月 14 日（金） 

         会 場  沖縄県総合福祉センター東棟 4 階 403研修审 

      ウ．要保護世帯向け長期生活支援資金担当者説明会 

        期 日  平成 20 年 7 月 18日（金） 

         会 場  沖縄県庁３階会議审 

     エ．沖縄地域の相談員向け”緊急”合同研修 

         期 日  平成 21 年 3 月 20日（金） 

         会 場  沖縄県総合福祉センター東棟 4 階 403研修审 

    ③福祉事務所、ハローワーク、市町村行政等との連絡調整 

        ア．福祉・援護課（保護班、地域福祉班）との三者調整会議 

      （第 1 回） 

         期 日 平成 20年 6 月 20 日（金） 

         会 場 沖縄県県総合福祉センター 

      （第 2 回） 

         期 日 平成 21年 3 月 13 日（金） 

         会 場 沖縄県庁 

        ④生活福祉資金の制度周知、広報 

       ア．広報用チラシの配布 

福祉情報おきなわへの記事掲載   vol. 119・120・121・122・123・124 

         イ．生活福祉資金情報の送付 

発行数：№67～80号 

送付先：市町村社協 

（５）債権管理体制の強化推進 

     ①滞納世帯への現地償還指導の实施 

       ア．生活福祉資金 

本年度は、償還指導实施計画に基づき各市町村社協段階での償還指導及び県社協

と市町村社協合同による償還指導（呼出し相談・戸別訪問）を实施した。 

市町村別償還指導实施状況（33 市町村、指導件数 1,061 件） 

№ 市町村名 対象件数 № 市町村名 対象件数 № 市町村名 対象件数 

1 名護市 58 12 国頭村 9 23 嘉手納町 4 

2 うるま市 52 13 大宜味村 5 24 北谷町 12 

3 沖縄市 70 14 東村 2 25 中城村 6 
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№ 市町村名 対象件数 № 市町村名 対象件数 № 市町村名 対象件数 

4 宜野湾市 32 15 今帰仁村 19 26 西原町 11 

5 浦添市 81 16 本部町 29 27 八重瀬町 9 

6 那覇市 332 17 恩納村 9 28 单風原町 9 

7 豊見城市 2 18 宜野座村 1 29 与那原町 8 

8 糸満市 46 19 金武町 4 30 多良間村 1 

9 单城市 23 20 伊平屋村 13 31 久米島町 22 

10 宮古島市 50 21 伊是名村 3 32 竹富町 12 

11 石垣市 113 22 読谷村 11 33 与那国町 3 

合 計  33 市町村  1,061件 

イ．離職者支援資金 

1）相談援助並びに償還指導の实施状況 

本年度は、県社協での呼出及び訪問償還指導を实施し、また、下記市町村の借受

世帯に対して、生活福祉資金の市町村社協との合同償還指導（呼出し相談・戸別訪

問）の際に併せて实施した。 

2）呼出・訪問償還指導实施件数    125件( 県社協卖独)  

市町村別償還指導实施状況（11 市町、指導件数 60件） 

№ 市町村名 
対象

件数 
№ 市町村名 

対象

件数 
№ 市町村名 

対象

件数 
№ 市町村名 

対象

件数 

1 那覇市 35 4 糸満市 8 7 宮古島市 3 10 中城村 1 

2 石垣市 2 5 豊見城市 １ 8 読谷村 2 11 久米島町 1 

3 名護市 1 6 うるま市 4 9 北谷町 2  

合計  11 市町村  60 件 

②猶予・免除制度の活用 

生活福祉資金償還猶予の承認件数     13件 

生活福祉資金延滞利子免除の承認件数   41件    13,077,477 円 

生活福祉資金支払免除の承認件数      9 件     7,126,510 円   

生活福祉資金償還完了件数       325件 

離職者支援資金償還猶予件数              1 件 

離職者支援資金償還完了件数             42 件  

③専門家との連携による債権管理体制の強化 

司法書士との債権管理相談        6 回 

④法的対応の实施 

支払督促・仮執行宠言                  10件  

（６）その他必要な事業  

①生活福祉資金電算新システムの導入 

２．介護技術等の普及による介護意識の促進 

（１）介護实習・普及センター運営 
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①運営委員会等の開催 

     ア．運営委員会   1回 

       期 日  平成２０年１２月１６日（火）１４：００～１６：００ 

       場 所  沖縄県総合福祉センター西棟３階第１会議审 

       出席者  １１名（欠席者5人） 

       内 容  ① 平成２０年度事業实施状況について 

            ② 平成２０年度事業計画について 

            ③ その他 （意見交換） 

     イ．福祉用具専門部会の開催   1回 

       期 日  平成２１年２月２６日（木） １４：００～１６：００ 

     場 所  沖縄県総合福祉センター西棟３階第３会議审 

     内 容  ① 平成２０年度事業实施状況について 

          ② 平成２０年度事業計画について 

          ③ 平成２１年度の展示場の展示方法について 

          ④その他（意見交換） 

②啓発・広報活動 

     ア．福祉情報誌等による介護情報の提供 

        福祉情報おきなわに「介護实習・普及センターだより」を掲載 ６回 

     イ．パンフレット・リーフレットの作成配布 

        沖縄本島内の各市町村、市町村社会福祉協議会及び地域包括支援センターへ直接

訪問し、パンフレット、体験ガイドを配布した。 

     ウ．介護関係ビデオ及び介護図書の整備 

        介護図書を２冊購入、ビデオ及び介護図書閲覧する場所を展示場の一画に設置。 

     エ．ホームページの活用 

        ホームページに講座案内を掲載し情報提供をした。 

     オ．マスメディアの活用 

        沖縄タイムス学芸部（インフォプラザ）、週間レキオ社「あまくま情報」、琉球新

報編集局「遊らんど」、沖縄タイムス「週刉ほーむぷらざ」へ介護講座案内を随時掲

載し、県民に対し介護講座の周知を図った。（年５０回掲載） 

     カ．「福祉用具の日」記念講演と福祉用具の展示 

福祉用具の日を記念して、１０月４日（土）に「沖縄県介護实習・普及センター

フェスティバルと講演」を沖縄県福祉用具事業者協議会と共催で開催した。 

③ 関係機関・団体との連絡調整 

        県内福祉・保健・医療団体・各学校（小・中・高・大学及び専門学校）及び職能

団体を訪問し、介護講座、福祉用具、及び住宅改修等について情報交換を行った。 

        また、全国、九州ブロック会議へ参加するとともに、研修会等へ参加し介護知識・

技術の向上に努めた。 

 ア．全国介護实習・普及センター連絡会議 

       期 日：平成２０年９月１８日（木）～１９日（金） 
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       会 場：清風荘（福井県あらわ市温泉） 

       内 容：分科会、事例発表及び記念後援 

           事例発表 

①「離職者を出さないために私たちができること」 

広島県介護实習予防研修センター 审賀みよ子氏 

②「身体障害者日常生活用具評価の試み」 

なごや福祉用具プラザ 桂川孝文氏 

分科会討議（分散・講演全体会議等） 

参加者：２人 

     イ．九州ブロック介護实習・普及センター代表者及び担当者会議 

       期 日：平成２０年７月２４日（木）～２５日（金） 

       会 場：かごしま県民交流センター大研修审（鹿児島市） 

       内 容：九州各介護实習・普及センター事業の現状と課題について 

協議と情報交換について 

       参加者：２人 

     ウ．高齢者疑似体験プログラム「うらしま太郎」インストラクター 

養研修会 

      期 日：平成２０年６月９日（月）～１０日（火） 

      会 場：ふれ愛ドゥライフサービス会議审（東京都品川区） 

         内 容：疑似体験实習・高齢者疑似体験セミナー運営・インストラクターの役割等

について 

         参加者：１人 

エ．平成２０年度福祉用具相談担当職員等研究会 

       期 日：平成２０年９月２５日（木） 

           会 場：「きゅりあん」品川区立総合区民会館（東京都） 

          内 容：①講演「介護するコツ されるコツ」 

講演者：羽成幸子（カウンセラー・エッセイスト） 

②寸劇「排泄のトラブルあれこれ・・・」 

トラブルに応じた排泄用具の提案 

出演者：ボランティア 

③「おむつのファションショー」こんなにあるんだ！！おむつ 

      出演者：ボランティア 

オ．おむつのファションショー・第３５回国際福祉器機展 

      期 日：平成２０年９月２６日（金） 

     会  場 ： タ イ ム ２ ４ ビ ル セ ミ ナ ー ル ー ム １ ＆ ２ ／ 東 京 ビ ッ ク サ イ ト 

      内 容：第３５回国際福祉器機展（展示場撮影）視察 

        参加者：１人 

カ．平成２０年度福祉用具適合性・实証研修（手すり編） 

  期 日：平成２０年１２月４日（木）～５日（金） 
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  会 場：（財）テクノエイド協会４F会議审 

  内 容：「手すり」をテーマに事例を設定し、手すりの位置を考える際のポイント

や手すりの選び方の方法論の構築などについて演習・实技をとおして研究

討議を行う。 

  参加者：２人 

④ 講座等の有料化に向けた調査研究 

       有料講座について県外の介護实習・普及センター視察研修に参加。 

       期 日：平成２１年１月８日（木）～９日（金） 

       場 所：福岡市介護实習・普及センター 

北九州市立介護实習・普及センター 

       内 容：講座の有料化に関すること 

           福祉用具の展示方法について 

       外部講師を交えて有料研修について「講座検討会」を4回開催し、平成21年度一般県

民、介護従事者の講座を一部有料で開催することを決定した。 

（２）介護に関する知識・技術の普及講座開催 

介護に関心のある一般県民、介護者に対する講座及び小・中・高校生を対に総合学習の

時間を利用し、介護等に関する知識や技術の啓発（福祉教育を目的に介護研修（高齢者疑

似体験・車いす体験）を实施した。 

（別掲162・163頁 参照） 

① 認知症高齢者介護教审 

 ア ７月１５日（火）従事職員対象 

   場所：沖縄県総合福祉センターゆいほーる 参加者２５３人   

 イ １２月１８日( 木）県民、学生、従事者対象 

   場所：浦添市てだこホール 参加者８９１人 

   内容：一部「折り梅」上映、二部「折り梅」の松井久子監督の講演 

   共催：浦添市、後援：浦添市社会福祉協議会 

 （３）福祉用具及び住宅改修普及講座開催 

一般県民・介護者に対する定期講座をはじめ、本島内並びに離島等で福祉用具に関する

知識・技術の普及を目的に講座を实施した。 

福祉用具の日を記念し、１０月４日に沖縄県福祉用具事業者協議会と共催による福祉用

具新機種展示と講演会を開催し105人が参加した。講演会は、「笑いと健康」講師：那覇市

立病院外科部長久高学氏 フェスティバルは、（福祉用具の展示、体験、自助具の作成）を

開催した。来場１０５人 

（別掲164頁 参照） 

（４）介護技術相談・福祉用具の充实 

総合福祉センター東棟１階に展示スペースと相談审を設け、一般県民に開放し福祉用具

や介護に関する相談に応じた。 

（別掲164頁 参照） 

（５）地域組織化活動 
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   ①在宅介護支援員派遣事業の推進 

     ア．平成２０年６月２７日（金）にお助けマン实施社会福祉協議会連絡会議（大宜味村・

今帰仁村・嘉手納町・宜野湾市・豊見城市・糸満市）を開催し、現状と課題につい

て話し合った。糸満市・豊見城市・大宜味村社会福祉協議会において、介護实習教

审を開催した。 

     イ．離島（宮古地区）にて在宅介護支援員派遣事業を取り組むことができた。 

 （６）小・中学校教員免許取得に係る介護等体験事業の实施 

    ①大学等教員養成施設と社会福祉施設との受入調整業務 

     介護等体験申込者数：623人（27 校：県内 7 校／県外 20 校） 

      受入施設数：105施設 

      終了者数：603名／辞退 20名 

    ②受入施設担当者説明会の開催 

      期 日：平成 20 年 5 月 22 日（木） 

      会 場：沖縄県総合福祉センター東棟 4 階 402研修审 

      参加者：受入計画書提出施設担当者 40 名 

    内 容：ｱ. 「介護等体験」事業について 

        ｲ. 体験受け入れに関する事務について 

        ｳ. 個人情報に関する取り扱いについて 

        ｴ. 質疑・意見交換 

  ③体験終了に伴う社会福祉施設への体験費用の送金業務 

   ア. 上半期介護等体験終了者（平成 20 年 6 月～9 月分） 

     受入施設数：91施設（445名） 

     送 金 日：平成 20 年 11月 27 日 

イ. 下半期介護等体験終了者（平成 20 年 10月～平成 21 年 2 月分） 

     受入施設数：60施設（159名） 

     送 金 日：平成 21 年 3 月 17日 

  ④県教育庁との連絡調整 

    期 日：平成 21 年 1 月 23 日（金） 

    会 場：沖縄県庁 13 階第１会議审 

    参加者：大学、特殊教育諸学校、県教育庁、県社協関係者 13 人 

    内 容：ｱ. 平成 20 年度介護等体験实施状況について 

        ｲ. 情報交換 

        ・介護等体験の实施における照合事項等について 

        ・次年度以降の情報交換会について 

        ・その他 

３ 介護保険事業等の円滑な推進 

（１）指定情報公表センターの運営 

    ①介護サービス情報の公表システムの運用 

     ア．公 表 件 数  ２，４２６件 
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     イ．公表システムへのアクセス件数 ２７，５８６件 

    ②沖縄県「介護サービス情報の公表」計画原案の策定 

       期 日 平成２０年６月２７日 

    ③指定調査機関との連絡調整 

       調査機関連絡会議への参画 ７回 

    ④調査対象サービス事業所との連絡調整 

      事業者説明会の開催 

       内 容 制度説明、講義、事務説明 

     ア．那覇地区 

       期 日 平成２０年６月３０日  

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

     イ．浦添市、宜野湾市、单部地区 

       期 日 平成２０年７月１日  

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

     ウ．八重山地区 

       期 日 平成２０年７月３０日  

       場 所 石垣市健康福祉センター 

     エ．宮古地区 

       期 日 平成２０年７月３１日  

       場 所 宮古支庁 

     オ．北部地区、うるま市、読谷村 

       期 日 平成２０年８月１１日  

       場 所 沖縄国際大学 

     カ．中部地区、豊見城市、单風原町 

       期 日 平成２０年８月１２日  

       場 所 沖縄国際大学 

    ⑤「介護サービス情報の公表」普及・啓発 

     ア．「介護サービス情報の公表」制度の説明 

       ・市町村等介護保険担当新任職員研修 

        期 日 平成２０年４月２１日 

        場 所 沖縄県総合福祉センター 

       対 象 市町村等介護保険担当新任職員 

      ・沖縄県老人福祉サービス協議会 第１回勉強会 

      期 日 平成２０年６月２日 

      場 所 沖縄県総合福祉センター 

      対 象 沖縄県老人福祉サービス協議会会員 

     ・沖縄県地域包括・在宅介護支援センター協議会 第１回総会 

      期 日 平成２０年６月６日 

      場 所 沖縄県総合福祉センター 
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      対 象 沖縄県地域包括・在宅介護支援センター協議会会員 

    イ．「介護サービス情報の公表」制度にかかるパンフレット及びチラシの配布 

      部 数 パンフレット ３，０００部（Ａ３判） 

          チラシ   １０，０００部（Ａ４判） 

      配布先 居宅介護支援事業所（307 か所）、市町村老人クラブ連合会（38 か所）、 

          市町村地域包括支援センター（44 か所）、 

          市町村社会福祉協議会（53 か所）、 

          市町村民生委員児童委員連絡協議会（41 か所） 

          沖縄県介護支援専門員連絡会協議会会員、沖縄県かりゆし長寿大学校生 

    ⑥介護サービス情報公表支援センター、全社協及び県との連絡調整 

     ア．全国「介護サービス情報の公表」制度担当者会議及び推進協議会への参加 

      ・第１回  

       期 日 平成２０年５月２３日 

       場 所 三田共用会議所（東京都） 

       内 容 制度の意義・仕組み、制度の適正な運用等について 

           推進協議会の運営について 等 

       参加者 事務局２名 

      ・第２回 

       期 日 平成２０年１１月４日 

       場 所 全国社会福祉協議会 灘尾ホール（東京都） 

       内 容 平成２１年度の調査方法について 

           介護サービス情報公表システムについて 等 

       参加者 事務局１名 

     イ．平成２０年度都道府県・指定都市社協部・課・所長会議への参加 

      期 日 平成２０年４月１７日～１８日 

      場 所 全社協（東京都） 

      内 容 基調報告、共通重要事項説明、实践報告、グループ討議等 

      参加者 事務局２名 

     ウ．県への要請 

      ・第１回 

       期 日 平成２１年１月９日 

       場 所 沖縄県庁 

       内 容 平成２１年度調査方法について、手数料について  

      ・第２回 

       期 日 平成２１年３月２７日 

       場 所 沖縄県庁 

       内 容 公表手数料の見直しについて  

⑦調査マニュアルの作成 

     ３調査機関と共同で調査マニュアルを作成し、各調査員へ配布。 
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      冊数 １２サービス 各８８部 

    ⑧調査員アンケートの实施 

     ３調査機関と共同で調査員アンケートを作成し、各調査員へ配布・集計 

      期 日 平成２０年１２月～１月 

      配布先 調査員８１名 

      回収率 ６５．４％ 

      内 容 平成２１年度以降の調査方法への対応について 

    ⑨指定調査員養成研修機関の運営 

     ア． 調査員フォローアップ研修会の開催 

      ・指導者打合せ会の開催 

       期 日 平成２０年５月１９日 

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

       内 容 研修会の打合せ 

       参加者 調査員指導者９名 事務局 

      ・調査員フォローアップ研修会の開催 

       期 日 平成２０年６月２０日 

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

       内 容 行政説明、調査員の基本姿勢、調査票説明について 

       参加者 調査員 

     イ．「介護サービス情報の公表」制度調査員指導者養成研修事業の受託 

       期 日 平成２１年３月２日～３日、３月１２～１３日 

       場 所 全国町村議員会館、損保会館（東京都） 

       内 容 平成２１年４月より追加されるサービスに係る中央養成研修への派遣 

       参加者 調査員指導者 １０名 事務局１名 

  （２）指定調査機関の運営 

    ①訪問調査の实施（調査員の派遣） ３９４件 

     ア．調査員２名がペアになり訪問調査を实施 

     イ．調査期間 平成２０年８月１日～平成２１年３月４日 

    ②調査機関連絡会議の開催、参画 

 期 日 場 所 内 容 

第

１

回 

平成 20 年 5 月 30 日 

 

沖縄県総合 

福祉センター 

・沖縄県より今年度調査について 

・公表センターより現況説明 

・新調査マニュアルについて 

・未納事業者の対応について 

第

２

回 

平成 20 年 7 月 29 日 

 

沖 縄 県職 業 能

力 開 発セ ン タ

ー 

・基本情報の全サービスの印刷及び公表 

 センターへの原本送付の必要性につい 

 て 

・調査情報（調査票）の印刷について 

・マニュアルの判断基準の削除について 

第

３

回 

平成 20 年 9 月 11 日 沖縄県総合 

福祉センター 

・介護サービス情報の公表支援事業補助金 

 について 

・調査項目に対する判断の統一 
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 期 日 場 所 内 容 

第

４

回 

平成 20 年 11 月 21

日 

沖縄県総合 

福祉センター 

・介護サービス情報の公表制度担当者会議 

 について 

・調査項目について（持ち帰り材料等判断 

 の統一） 

第

５

回 

平成 20 年 12 月 22

日 

 

沖 縄 県職 業 能

力 開 発セ ン タ

ー 

・調査員へのアンケート項目について 

第

６

回 

 

平成 21 年 2 月 9 日 沖 縄 県職 業 能

力 開 発セ ン タ

ー 

・沖縄県「介護サービス情報の公表」に関

する調査員アンケート調査結果につい

て 

・宮古・八重山および中北部の調査員養成

について 

・21 年度の調査方法について（沖縄県の

方針） 

・補助金の交付時期について 

・調査項目の判断の統一 

第

７

回 

 

平成 21 年 3 月 23 日 沖縄県総合 

福祉センター 

・平成 21 年度の調査方法等の見直し及び  

 追加施行サービスについて 

・訪問調査实施体制及び調査員報酬につい 

 て 

・「公表手数料」「調査手数料」の改正につ 

 いて 

・調査項目について 

    ③調査対象事業者との連絡調整 

    ④調査員との連絡調整 

     ア．調査員連絡会の開催 

      ・第１回調査員連絡会 

       期 日 平成２０年６月２０日 

       場 所 県総合福祉センター  

       内 容 調査員登録手続き及び調査業務について 

       参加者 ３３名 

      ・第２回調査員連絡会 

       期 日 平成２１年３月２６日 

       場 所 県総合福祉センター  

       内 容 平成２０年度調査实績報告・調査業務について・グループワーク 

       参加者 ２３名 

     イ．調査員学習会の開催 

 期 日 会 場 内 容 参加者数 

 

平成 20 年 5 月 20 日 

 

沖 縄 県 総 合

福 祉 セ ン タ

ー502 教审 

・20 年度調査事務について 

・調査項目等について 

10 名 
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 期 日 会 場 内 容 参加者数 

 

平成 20 年 7 月 23 日 沖 縄 県 総 合

福 祉 セ ン タ

ー第 1 会議

审 

・調査業務について 

・マニュアルの具体的な判断 

 基準の削除について 

 

13 名 

 

平成 20 年 9 月 17 日 沖 縄 県 総 合

福 祉 セ ン タ

ー 第 ４ 会 議

审 

・調査機関からの報告 

・持ち帰り材料について 

・判断に迷った項目について 

6 名 

 

平成 20 年 11 年 6 日 沖 縄 県 総 合

福 祉 セ ン タ

ー 第 ６ 会 議

审 

・調査機関からの報告 

・調査当日の緊急時対応につ 

 いて 

・持ち帰り材料について 

6 名 

 

平成 21 年 1 月 28 日 沖 縄 県 総 合

福 祉 セ ン タ

ー 第 ５ 会 議

审 

・調査機関からの報告 

・持ち帰り材料について 

・調査項目の再確認 

3 名 

    ⑤県及び指定介護サービス情報公表センターとの連絡調整 

     ア．県との連絡調整 

       期 日 平成２１年３月２５日 

       場 所 沖縄県庁 

       内 容 調査手数料について 

       参加者 各調査機関５名 

（３）地域密着型サービス外部評価事業の推進 

    ①評価機関の運営 

     ア．評価实施計画の策定 

      平成２０年５月９日 

     イ．評価審査委員会の開催 

      期 日 平成２１年３月３１日 

      場 所 沖縄県総合福祉センター 

      内 容 平成２０年度調査实施状況報告、平成２１年度調査計画、 

          地域密着型サービス評価制度の見直しについて 

      参加者 審査委員６名、事務局３名 

    ②訪問調査の实施（調査員の派遣） ９０件 

     ア．調査員２名がペアになり訪問調査を实施  

     イ．調査期間 平成２０年４月～平成２１年３月 

     ウ．独立行政法人福祉医療機構 WAMNET への評価結果掲載 ６５件 

    ③評価対象事業者との連絡調整 

     ア．沖縄県グループホーム連絡会との連絡調整 

      ・総会への参加 

       期 日 平成２０年４月１６日 

       場 所 北中城村立中央公民館 
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       参加者 事務局 ３名 

      ・沖縄県グループホーム大会への参加 

       期 日 平成２０年１１月２０日 

       場 所 吉の浦会館 

       参加者 事務局１名 

     イ．沖縄県小規模多機能型居宅介護事業所連絡会との連絡調整 

      ・総会への参加 

       期 日 平成２０年６月２１日 

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

       参加者 事務局１名 

    ④調査員との連絡調整 

     ア．調査員研修会の開催 

      新人調査員研修会 

       期 日 平成２０年５月１６日 

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

       内 容 事務説明、講義 

      調査員研修会 

       期 日 平成２１年３月２７日 

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

       内 容 講義、事務説明 

     イ．事務説明会の開催 

      期 日 平成２０年５月１６日 

      場 所 沖縄県総合福祉センター 

      内 容 事務説明、調査員登録手続き、調査員証の交付 

    ウ．認知症関係研修会の案内 

    ⑤NPO 法人地域生活サポートセンターとの連絡調整 

     ア．評価機関意見交換会への参加 

      期 日 平成２０年３月１４日 

      場 所 航空会館（東京都） 

      内 容 講義、意見交換 

      参加者 事務局１名、調査員１名 

     イ．地域密着型サービス評価フォーラムへの参加 

      期 日 平成２０年３月１４日 

      場 所 航空会館（東京都） 

      内 容 講義 

      参加者 事務局１名、調査員１名 

    ⑥沖縄県との連絡調整 

     ア．事務調整  

      第１回 
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       期 日 平成２１年 1 月９日 

       場 所 沖縄県庁 

       内 容 外部評価機関について、平成 21 年度外部評価事業について 

       参加者 県高齢者福祉介護課２名、事務局１名 

      第２回 

       期 日 平成２１年３月６日 

       場 所 沖縄県庁 

       内 容 平成２０年度外部評価調査について 

    ⑦市町村との連絡調整 

     ア．地域密着型サービス外部評価事業の説明 

      ・市町村等介護保険担当新任職員研修 

       期 日 平成２０年４月２１日 

       場 所 沖縄県総合福祉センター 

       対 象 市町村等介護保険担当新任職員 

    ⑧他団体研修会への参加 

     ア．介護サービスセミナー 

       期 日 平成２１年２月６日 

       場 所 八州学園大学（神奈川県） 

       内 容 基調講演、シンポジウム 

（４）介護支援専門員实務研修受講試験、实務研修および实務未経験者更新研修の实施 

①介護支援専門員養成事業に関する調整会議の实施 

 期 日 平成 20 年 5 月 22 日（木） 

 会 場 沖縄県総合福祉センター会議审 

 議 題 ①介護支援専門員实務研修受講試験について 

 ②介護支援専門員实務研修について 

 参加者 県高齢者福祉介護課 2 名、県社協 4 名 

②介護支援専門員实務研修受講試験の实施 

 期 日 平成 20 年 10 月 19 日（日） 

 会 場 琉球大学、沖縄県宮古支庁、沖縄県八重山支庁 

 受験者数 1,600 人 

 合格者数  253人 

③ 介護支援専門員实務研修および实務未経験者更新研修の实施 

 平成 20 年度は、新たに沖縄県より介護支援専門員实務未経験者更新研修实施機関とし

て指定を受け、实務研修と实務未経験者更新研修を同時開催した。 

 ア．指導者・講師調整会議 

期日・会場・参加者 内      容 

【事前検討会議】 

平成 20 年 11 月 6 日（木） 

  沖縄県総合福祉ｾﾝﾀｰ 

  参加者 12人 

・介護支援専門員实務未経験者更新研修とのタイアップについて 

 （経過説明） 

・平成 20年度实務研修について 

・指導者・講師の役割分担について 
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期日・会場・参加者 内      容 

【第 1 回】 

平成 21 年 1 月 13 日（火） 

  沖縄県総合福祉ｾﾝﾀｰ 

  参加者 34人 

・平成 20年度介護支援専門員实務研修受講試験の状況について 

・实務研修・实務未経験者更新研修の日程・会場並びにスケジュー 

 ルについて 

・研修の目標について 

・指導者・講師の役割分担について 

・研修カリキュラム・講義、演習の進め方について 

【第 2 回】 

平成 21 年 3 月 3 日（火） 

  沖縄県総合福祉ｾﾝﾀｰ 

  参加者 34人 

・指導者・講師の配置について 

・研修 5 日目（3/14）、6 日目（3/15）の流れについて 

・演習の進め方について 

【介護予防給付分野】 

平成 21 年 3 月 3 日（火） 

  沖縄県総合福祉ｾﾝﾀｰ 

  参加者 15人 

・指導者・講師の配置について 

・研修 4 日目（3/13）の流れについて 

・演習の進め方について 

 イ．介護支援専門員实務研修・实務未経験者更新研修 

期日・会場・参加者 内      容 

【前期】 

期日 

(1）平成 21 年 2 月 13 日（金） 

(2）平成 21 年 2 月 14 日（土） 

(3）平成 21 年 2 月 15 日（日） 

総合結婚式場ジュビランス 

受講者： 

①实務研修 255人 

②实務未経験者更新研修 46人 

  1. 介護保険制度の基本理念 

  2. 介護支援専門員の機能と役割 

  3. ケアマネジメントの基本 

  4. ケアマネジメント過程における倫理と基本姿勢 

  5. 要介護・要支援認定の基礎知識 

  6. 要介護・要支援認定とケアマネジメント 

  7. 受付・相談と契約 

  8. アセスメントの方法（講義） 

  9. アセスメントの方法 ( 演習） 

 10. 居宅サービス計画の作成（講義） 

 11. 居宅サービス計画の作成 ( 演習） 

 平成 21年 2 月 16 日（月） 

      ～ 3 月 6 日（金） 

 12. 实習 

【後期】 

期 日 

(4）平成 21 年 3 月 13 日（金） 

(5）平成 21 年 3 月 14 日（土） 

(6）平成 21 年 3 月 15 日（日） 

総合結婚式場ジュビランス 

修了者： 

①实務研修 255人 

②实務未経験者更新研修 46人 

 13. 地域包括支援センターの概要 

 14. 介護予防給付ケアマネジメント（講義） 

 15. 介護予防給付ケアマネジメント（演習） 

 16. 相談面接技術の理解（講義・演習） 

 17. 個人演習 

 18. 課題分析・居宅サービス計画作成实習を振り返って 

  （演習） 

 19. 個人演習 

 20. チームアプローチ( 講義・演習） 

 21. モニタリングの方法( 講義） 

 22. 講評・意見交換 

（５）介護支援専門員实務研修受講試験対策セミナーの開催 

介護支援専門員实務研修受講試験受験者を対象に試験準備セミナーを前期・後期の２

回实施し、資格取得に向けた支援を行った。 

（前期：基礎編） 

期 日：20 年 8 月 2 日（土）～3 日（日） 

会 場：沖縄県総合福祉センター・ゆいホール 
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講 師：林 和美氏（国際医療福祉大学・医療福祉学部医療福祉学科 講師） 

受講者：184人 

 内 容：介護支援分野集中講義 

（後期：直前編） 

期 日：平成 20 年 9 月 20日（土）～21 日（日） 

会 場：沖縄県総合福祉センター・ゆいホール 

講 師：林 和美氏（国際医療福祉大学・医療福祉学部 講師） 

    益田 雄一郎氏（岐阜健康管理センター・診療所長 医師・医学博士） 

受講者：184人 

内 容：模擬試験 

    選択講義①福祉サービス分野 ②保健医療サービス分野 

    全体総括講義 

４ 明るい長寿社会づくり推進事業 

（１）長寿社会に関する啓発・普及 

①機関誌発行等事業 

ア．本格化する長寿社会に関する県民意識の啓発を図るため、いきいき長寿センターの

機関誌「かりゆしライフ」を発行した。 

発行部数 各 6,000 部( Ａ４版２０ページ） 

発行回数 年２回（102～103号） 

配 布 先 市町村等行政機関、図書館、小中高校・大学、老人クラブ、老人福祉施

設、病院、銀行、企業等 

イ．事業等の情報を提供するため、ホームページの更新を随時行った。 

②かりゆし県民フェスティバル事業 

目  的  世代間の連帯と交流の輪を広げ、長寿社会への理解と認識を深め、長寿・

健康福祉社会の形成に資することを目的に開催した。 

主  催  沖縄県・沖縄県社会福祉協議会・うるま市・うるま市社会福祉協議会 

協賛・後援団体  ３０団体（マスコミ、県老人クラブ連合会等） 

期  日  平成２０年９月２１日（日） 

会  場  うるま市具志川総合運動公園 

事業内容  オープニングセレモニー 

         ・総合開会式 

        文化福祉イベント 

・長寿社会パネル展・作品展・福祉用具展・福祉図書展 

お楽しみイベント 

・老人芸能・子供芸能・青年芸能・婦人芸能・キャラクターショー 

・押し花展示体験・手作り玩具体験・相談コーナー・授産施設テナン

ト・ミニ警察展等 

スポーツイベント 

・スポーツ交流 
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 ( ソフトテニス、テニス、グラウンドゴルフ、サッカー、ソフトボ

ール・ゲートボール)  

・ニュースポーツ・レクリエーション紹介 

( スカットボール、リングキャッチ、サークルジャンプ、ボックス 

  ホッケー)  

参加団体  46 団体 

参加人数  約 19,000 人 

③県外会議・研修会等の参加 

  名  称 平成２０年度第１回明るい長寿社会づくり推進機構全国会議 

       ・全国明るい長寿社会づくり推進機連絡協議会総会 

  期  日 平成２０年７月１０日（木） 

  場  所 ＫＫＲホテル東京( 東京都） 

  出 席 者 川原伸壮、仲里将人 

 

  名  称 平成２０年度第２回明るい長寿社会づくり推進機構全国会議 

       ・全国明るい長寿社会づくり推進機絡協議会総会 

  期  日 平成２１年２月１９日（木） 

  場  所 メルパルク東京（東京都） 

  出 席 者 川原 伸壮、屋我真由美 

 

  名  称 九州地区明るい長寿社会づくり推進機構連絡会議 

  期  日 平成２０年６月３日（火） 

  場  所 博多都ホテル（福岡県） 

  出 席 者 川原伸壮、宮城弥生、真栄里友章 

 

  名  称 九州地区明るい長寿社会づくり推進機構实務者会議 

  期  日 平成２１年１月１５日（木） 

  場  所 ウェルシティ宮崎（宮崎県） 

  出 席 者 宮城弥生、仲里将人、屋我真由美 

 

      名  称 平成２０年度明るい長寿社会づくり推進機構職員等研修会 

      期  日 平成２０年７月２３日（水）～２５日（金） 

      場  所 福祉保健研修交流センターウィリング横浜（神奈川県） 

      出 席 者 宮城真政 

 

      名  称 生きがい健康づくり講演会（九州ブロック通信員取材） 

      期  日 平成２１年２月２４日（火）～２６日（木） 

      場  所 大分県社会福祉会館（大分県） 

      出 席 者 宮城真政 



 114 

 

      名  称 平成２０年度全国通信員連絡会議 

      期  日 平成２１年３月６日（金） 

      場  所 （財）長寿社会開発センター会議审（東京都） 

      出 席 者 宮城真政 

 

（２）高齢者の生きがいと健康づくりの促進 

 ①ねんりんピック選手等派遣事業 

目  的  高齢者を中心に国民の健康の保持・増進、社会参加、生きがいの高揚等

を図り、ふれあいと活力のある長寿社会の形成に寄与するために開催さ

れる全国健康福祉祭（ねんりんピック）に選手役員を派遣するとともに、

美術作品を出展した。 

派遣期間  平成２０年１０月２４日（金）～１０月２９日（水） 

（大会期間 平成２０年１０月２５日～１０月２８日） 

派 遣 先  鹿児島県 

派遣人員等     選手・役員１０３名 

選手平均年齢    ６７．２歳 

最高年齢        ８４歳（女）太極拳 

美術展出展数   １０点 

スポーツ交流大会・ふれあいスポーツ交流大会・文化交流大会への派遣            

種 目 等 人員 種 目 等 人員 

卓     球 ６ 剣 道 ５ 

テ ニ ス ６ グラウンド・ゴルフ ６ 

ソ フ ト テ ニ ス ８ 太   極   拳 ６ 

ソ フ ト ボ ー ル １５ ソフトバレーボール ７ 

ゲ ー ト ボ ー ル ６ ダ ン ス ス ポ ー ツ ８ 

ゴ ル フ ３ 囲      碁 ３ 

ペ タ ン ク ４ 民      謡 １ 

マ ラ ソ ン ６ 役      員 ８ 

弓      道 ５ 合      計 １０３ 

美術展への出品数 

部 門 出品数 部 門 出品数 部 門 出品数 

洋 画 ２ 書 ２ 写 真 ２ 

日本画 ２ 工芸 ２ 合計 １０ 

※関連会議への出席 

名  称 全国健康福祉祭担当係長会議 

期  日 平成２０年６月１１日（水）～１２日（木） 

場  所 鹿児島県庁（鹿児島県） 

出 席 者 宮城真政、仲里将人 

（３）高齢者のリーダー養成 
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①沖縄県かりゆし長寿大学校運営事業 

目  的  高齢者に体系的な学習の場を提供する事によって、生きがいのある生活

基盤の確立と健康の保持・増進に役立てるとともに、地域活動の担い手

を養成するため沖縄県かりゆし長寿大学校を運営した。 

期  間    平成２０年２月１５日～平成２１年１月１４日（平成２０学年度） 

教  审  沖縄県総合福祉センター東棟５０１教审～５０６教审他 

入学資格  県内に居住し、入学年度の３月３１日現在で６０歳以上の者 

通学区域  県内一円 

定  員  １６０名（１８期生 实入学者数１７５名） 

水曜日クラス（いきいきクラス）８９名 

金曜日クラス（ふれあいクラス）８６名 

      修業年限  １年  

      修業時間  年間１６４時間（週１回４時間） 

      学習内容  必修科目（１２科目）選択科目（７科目）特別講座（５回） 

            宿泊研修（１泊２日）大運動会（１回） 

      受 講 料  年間 7,000 円（資料代として）、教材費は各自負担 

学習科目及び講師名等 

 科 目 名 等 講師名等 所属団体・役職名等 

 

 

必 

 

修 

 

科 

 

目 

文化と歴史 

地域福祉 

高齢者の健康・長寿 

介護予防 

 〃 

 〃 

 〃 

現代の家族とくらし 

長寿と食生活 

沖縄の冠婚葬祭 

くらしと法律 

生活と環境問題 

資産管理 
グループ討議（援助技術の手法） 

スポーツレクリエーション 

井 上 秀 雄 

上 地 武 昭 

金 城 幸 善 

上 地 智 博 

湖 城 秀 久 

岡 本 慎 哉 

遠藤千恵子 

金 城 一 雄 

知 念 文 枝 

崎 原 恒 新 

中 村 照 美 

宮 城 邦 治 

古 謝 好 昭 

水 野 良 也 

玉城  忠 

大阪青山大学実員教授・文学博士 

沖縄大学教授 

沖縄県総合保健協会理事長 

沖縄県歯科医師会 

〃 

沖縄県理学療法士会 

〃 

沖縄大学教授 

沖縄県栄養士会 

沖縄県文化財保護審議会審議員 

沖縄弁護士会 

沖縄国際大学教授 

日本ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰｽﾞ協会沖縄支部長 

琉球大学教授 

沖縄県体育協会参与 

 

選 

 

択 

 

科 

 

目 

 

陶       芸 

園       芸 

絵       画 

薬       草 

書       道 

写       真 

ニ ュ ー ス ポ ー ツ 

〃 

〃 

〃 

〃 

高江洲 哲 

宮 城 孝 夫 

田 中 睦 治 

吉 川 敏 男 

金 城 美 恵 

金 城 幸 彦 

仲 本 興 真 

浦 崎  猛 

吉 田 明 正 

島 袋 光 枝 

上運天研成 

育陶園工房長 

宮城錦水園取締役会長 

沖縄県立芸術大学教授 

沖縄の薬草友の会代表 

龍賓書道会師範 

沖縄県写真協会会長 

沖縄県レクリエーション協会 

〃 

〃 

〃 

〃 
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 科 目 名 等 講師名等 所属団体・役職名等 

 

特 

 

別 

 

科 

 

目 

◎特  別  講  座 

・福祉の現状と課題 

・後期高齢者医療制度ついて 

 

・生涯現役 

・目からウロコの琉球史 

・振り込め詐欺に遭わないた 

 めに 

・老人クラブの活動紹介 

 

道 躰 正 成 

平  順 寧 

 

新 垣 雄 久 

上 里 隆 史 

仲 宗 根 篤 

 

山 田 君 子 

 

沖縄県福祉保健部参事 

沖縄県福祉保健部医務・国保課医療制度

改革専門監 

沖縄県かりゆし長寿大学校学長 

法政大学沖縄文化研究所国内研究員 

沖縄県警察本部 

 

沖縄県老人クラブ連合会副会長 

楽  楽  介  護 

 

又吉 ちさ 

 

沖縄県介護实習・普及センター嘱託員 

   

宿  泊  研  修 （各クラス別） 

１泊２日 

海水淡水化センター、健康長寿教审（琉

球村）自然散策（羽地ダム）、他 

大 運 動 会  11/23（日）県総合運動公園屋内運動場 

卒業生の状況                                                      卖位：名 

 1 期 2 期 3 期 4 期 5 期 6 期 7 期 8 期 9 期 10 期 11 期 12 期 

男 42 34 38 38 39 40 43 42 40 43 43 43 

女 41 47 43 42 40 44 43 42 42 43 44 46 

計 83 81 81 80 79 84 86 84 82 86 87 89 

 

 13 期 14 期 15 期 16 期 17 期  18 期 合 計 

男 44 79 86 85 85   87    951 

女 49 81 92 89 91   81  1,000 

計 93 160 178 174 176  168  1,951 

 ②かりゆし長寿大学校運営委員会の開催 

   期  日  平成２０年１２月２４日（水） 

   場  所  沖縄県総合福祉センター 

   内  容  平成２１年度かりゆし長寿大学校運営について 

議題１：カリキュラム編成及び講師について 

議題２：学生募集について 

議題３：入学者の決定方法について 

    出席者数  ８名 

    委員氏名                  （平成２０年１２月２４日現在） 

氏 名 所属団体・役職名 

◎玉 城   忠 

○井 上 秀 雄 

 波 平 眞 允 

 金 城   武 

 山 内 良 章 

 知 花 徳 盛 

 吉 田 明 正 

 金 城 昌 宏 

沖縄県体育協会参与 

大阪青山大学実員教授 

沖縄県教育庁生涯学習振興課生涯学習推進監 

沖縄県福祉保健部高齢者福祉介護課長 

沖縄県社会福祉協議会事務局長 

沖縄県老人クラブ連合会常務理事 

沖縄県レクリエーション協会理事長兹事務局長 

沖縄県かりゆし長寿大学校同窓会会長 

      ◎・・・委員長  ○・・・副委員長 

（４）地域福祉基金の活用 
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①長寿資料等発行事業 

購入冊子  機関誌「ひょうひょう」（財団法人 長寿社会開発センター発行） 

購入部数  280部 

発行回数  年６回（112～117号） 

配 布 先  市町村高齢福祉担当課、市町村社会福祉協議会・図書館等 

②いきいきライフセミナー等事業 

目  的  高齢者を対象に健康長寿等をテーマにした講座やニュースポーツを紹介

し、健康の保持促進を図るとともに仲間づくりを促進する。又、高齢者

の实施するニュースポーツ活動に用具の貸し出しをする。 

ア．いきいきライフセミナー 

第１回  单部地区（豊見城市） 

期  日  平成２０年６月２６日（木）～２７日（金） 

会  場  ロイヤルガーデンリゾートオキナワ（うるま市） 

参加人数  ３４名   ※豊見城市社協共催 

内  容  講座：「食育」と「貯筋」 

～健康おきなわ２０１０を考える！～ 

てるや整形外科 院長 照屋 勉 先生 

ニュースポーツ：ユニカール・スカットボール 

第２回  北部地区（恩納村） 

期  日  平成２０年７月３１日（木） 

会  場  恩納村総合保健福祉センター 

参加人数  ５２名 

内  容  講座：「食育」と「貯筋」 

～健康おきなわ２０１０を考える！～ 

てるや整形外科 院長 照屋 勉 先生 

ニュースポーツ：ユニカール・ペタンク 

第３回  八重山地区（石垣市） 

期  日  平成２０年１０月２日（木） 

会  場  石垣市総合体育館 

参加人数  １８名 

内  容  講座：医者いらずになる為の医者のはなし 

石垣市健康福祉センター 医師 城所 望 先生 

ニュースポーツ：ユニカール・ペタンク 

第４回  中部地区（中城村） 

期  日  平成２０年１１月１３日（木） 

会  場  吉の浦会館 

参加人数  ２０名 

内  容  講座：「食育」と「貯筋」 

～健康おきなわ２０１０を考える！～ 



 118 

てるや整形外科 院長 照屋 勉 先生 

ニュースポーツ：ゲーゴルゲーム・ペタンク 

第５回  宮古地区（宮古島市） 

期  日  平成２０年１２月９日（火） 

会  場  宮古島市中央公民館 

参加人数  ５８名 

内  容  講座：「出会いの中で教わった生きる力」 

～高齢者福祉にかかわって・感謝の心で働くこと～ 

宮古島市社会福祉協議会  

地域福祉活動コーディネーター 島尻 郁子 

ニュースポーツ：シャフルボード・ペタンク 

イ．ニュースポーツ用具の貸出  グラウンドゴルフ、ペタンク 他 

③シニアライフセミナー事業 

目  的  人生 80年時代を迎え、定年後の第二の人生をより充实したものにする

ためには、壮年期から高齢社会に対応できるライフプランを確立する

ことが重要である。そこで、中高年期のサラリーマンを対象に、ライ

フプランに必要な知識を習得させることを目的とした研修会を实施し

た。 

期  日  平成２１年３月１１日（水） 

会  場  那覇市ぶんかテンブス館 

講  師  村田 兆治氏（野球評論家） 

内  容  講演「人生先発完投」 

対 象 者  民間企業等に勤める中高年齢層のサラリーマン等 

参加人数  １７１名 

④高齢者指導者研修事業 

ア．高齢者のためのボランティア講演会 

目  的  高齢者の長年培ってきた豊かな知識や経験を活かしたシルバーボラン

ティアなどの地域活動の担い手を育成することによって、高齢者の社

会参加活動の促進を図り、もって高齢者が生きがいを持ち、健康で明

るく暮らせる長寿社会づくりに資するため開催した。 

期  日  平成２１年１月２２日（木） 

会  場  パレット市民劇場 

参加対象  概ね６０歳以上の高齢者 

参加人数  １３５名 

研修内容  講演：  

               

          

                

イ．高齢者指導者研修会 
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目  的  高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、指導者的立場にある

高齢者を対象として生きがいと健康づくり等について研修を行い、高

齢者の社会参加及び地域活動に寄与するため、「高齢者指導者研修会」

を開催した。 

期  日  平成２１年２月２６日（木）  

会  場  沖縄県総合福祉センター 

参加対象  かりゆし長寿大学校１８期卒業生 

参加人員  １５７名 

研修内容   

1）「よりよい沖縄の高齢社会づくりに向けて」 

（講師：沖縄県福祉保健部参事 道躰 正成） 

2）「笑いなくして命
ぬ ち

はない」 

（講師：方言漫談師 村田 用二） 

3）「かりゆし長寿大学校同窓会の活動状況について」 

（講師：かりゆし長寿大学校同窓会長 金城 昌宏） 

ウ 県外研修会への派遣 

名  称  地域活動推進者中央研修会 

期  日  平成２０年９月２９日（月）～３０日（火） 

場  所  メルパルク東京（東京都） 

出 席 者  又吉 久栄（かりゆし長寿大学校同窓会１６期会長） 

      仲宗根 三奈（那覇市社協） 

 （５）高齢者総合相談事業の運営 

①相談業務 

ア．目的等 高齢者総合相談センターは、高齢者及びその家族の抱える保健・福祉・医

療・法律等に係る各種の心配ごと、悩みごとに対する相談に応じるとともに、市町

村の相談体制を支援することにより、高齢者及びその家族等の福祉の増進を図るこ

とを目的とし、次のとおり相談業務を实施した。 

イ．一般相談等 

区 分 相談方法 相談日と相談時間 

高齢者に係る相談全般  

電話、来所、文書 

   月・水・金曜日 

 午前８：３０～ 

    午後５：００ 

家族のこと、悩みごと 

福祉制度や施設利用など 

ウ．専門的な相談 

 

 

 

 

区 分 相 談 員 相談方法 相談日と相談時間 

法律相談 弁護士 

電話、来所、又は､

文書 

毎週木曜日   14:00~16:00 

医療相談 医 師 
毎月第 2・第 4 火曜日 

14:00~16:00 

年金相談 社会保険労務士 毎月第 3 木曜日 14:00~16:00 

住宅相談 建築士 毎月第 1 火曜日 14:00~16:00 
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②関係機関・団体との研修・連絡会 

九州ブロック高齢者総合相談センター連絡協議会及び研究協議会 

 期  間 開催県・場所 参加者 内容 

九州ブロック高齢者

総 合 相 談 セ ン タ ー 

連絡協議会 

平成２０年 

11 月 27 日~28

日 

 

宮崎県 

九州各県 

相談員等 

 １１名 

･各県提案事項

協議及び照会 

③地域包括支援センター総合相談研修会の实施 

年  月 参加した各地区包括支援センター 

平成 20 年 4 月～ 

平成 21 年 3 月 

糸満市、豊見城市、单城市、宜野湾市、うるま市、沖縄市、名

護市、石垣市、宮古島市、八重瀬町、单風原町、西原町、嘉手

納町、金武町、本部町、久米島町、竹富町、中城村、北中城村、

読谷村、恩納村、東村、宜野座村、大宜味村、国頭村、伊江村 

④広報活動 

ア．新聞広告 

新聞広告無料掲載欄: 沖縄タイムス「情報ありくり」 

琉球新報「暮らしの情報コーナー」 

イ．リーフレットの配布 

市町村、各種大会、研修会等において配布 

配布先：市町村関係機関・団体等 

⑤相談業務内容 

ア．年度・相談方法別状況（近５カ年） 

 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 

電話等 498 576 1,299 1,378 748 

来所 554 924 907 830 437 

計 1,052 1,500 2,206 2,208 1,185 

（６）高齢者無料職業紹介所運営事業 

①相談業務 

ア．目的等 高齢者無料職業紹介所は、高齢者の永年培った知識と経験を生かし、

高齢者に希望と能力に応じた就労の機会を確保するとともに、各種相談を行い

生活の安定と生きがいを高めることを目的とし、次のとおり相談業務を实施し

た。 

イ．相談受付 

区  分 相談方法 相談日と相談時 

職業相談  

電話又は来所 

毎週月曜日から金曜日 

午前８：３０～午後５：００ 求人相談 

求職相談 

ウ．求人・求職紹介の状況 
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求人 求職（Ａ） 紹介 相談数合計 就職( Ｂ)  就職率（Ｂ/ Ａ×100）% 

97 人   207人    104人      410人   58 人              28％ 

②求人開拓及び啓蒙普及 

ア．企業等訪問 計画的に企業等を訪問し、求人開拓を行い、職業紹介の円滑化を

図った。                         

№ 年 月 日 訪 問 者 訪 問 先 

1 １０月１５日 相談員 那覇商工会議所 

2 １０月１５日 相談員 ホテルサンパレス 

3 １０月１５日 相談員 沖縄ビル管理株式会社 

4 １０月２１日 相談員 ダイキ管財 

5 １０月２１日 相談員 沖縄保安警備合資会社 

6 １０月２１日 相談員 株式会社サン食品 

7 １０月２１日 相談員 ㈱レキオ・セキュリティーサービス 

8 １１月１３日 相談員 株式会社国際ビル産業 

9 １１月１３日 相談員 極東整備センター株式会社 

10 １１月１３日 相談員 アクト総合サービス株式会社 

11 １１月２８日 相談員 沖縄ビルメンテナンス協会 

イ．リーフレット等の配布 配布先：市町村、老人クラブ、各種大会、関係機関、

団体等 

ウ．広報活動 新聞広告無料掲載欄: 沖縄タイムス「情報ありくり」 

琉球新報「暮らしの情報コーナー」 

エ．求職情報誌の発行 発行部数：毎月６０部 

配布先 ：企業、関係機関、団体等 

  （７）高齢者虐待対応力向上事業 

  ① 専門職派遣等による助言・支援 

ア 目的等 高齢者虐待の処遇困難事例に対応する市町村、地域包括支援センターから

の要請に対し、専門的立場（弁護士・社会福祉士）からの助言・支援を行

うことにより、相談事例の早期解決と市町村等の対応力向上を図ることを

目的とし、専門職派遣等を实施した。    専門職派遣等实績：１件 

    ② 高齢者虐待防止研修会等の实施 

各市町村及び地域包括支援センター等の職員を対象にした虐待防止研修会を实

施した。 

研 修 会 名 实施日 会   場 参加人数 

高齢者虐待防止担当者研修会 Ｈ20.8.22  沖縄県総合福祉センター １２０名 

高齢者虐待实務研修会 Ｈ20.11. 6  〃 ４０名 

行政と社協との連携による高

齢者・障害者の虐待防止・権利

擁護の取り組みに関する合同

研究協議会 

Ｈ2１. 2.10  
総 合 結 婚 式 場 

ジ ュ ビ ラ ン ス 
６９名 

③ 相談事例集の作成 
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     市町村及び地域包括支援センターで対応した实践事例を収集・整理し、担当者の対

応力向上に資する事例集を作成した。配布予定（４月） 

④ 市町村等への虐待防止に係る広報・啓発 

     ア．リーフレット配布等による事業の周知（部数：800 部、配布先：各市町村、地域包

括等） 

     イ．市町村等に対する情報提供、事業の活用促進（県社協広報誌、ＨＰ、通知等） 

⑤ 関係機関・団体との連携 

高齢者相談業務に関わる各市町村、市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、

在宅介護支援センター、県福祉保健所等との連携を強化するとともに、沖縄弁護士会、

沖縄県社会福祉士会及び県との定例調整会議へ参加（毎月開催）し、事業の効果的な

推進を図っている。 

⑥ 研修への参加 

 担当職員の資質向上のため研修等へ職員を派遣（２名）  

   研 修 会 名     主 催 者 名 場   所 

虐待防止・権利擁護セミナー 全国社会福祉協議会 全社協 灘尾ホー

ル 

Ⅵ 利用者の立場に立った福祉基盤づくり 

 １ 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の推進 

平成 20 年度は、事業の円滑な实施及び利用ニーズへの適切な対応を図るため、事業实施窓

口である基幹的社協を市部へ 2 か所（浦添市、豊見城市）増設した。基幹的社協増設に伴い、

新規基幹的社協の事務指導など基幹的社協への支援強化に努めた。また、虐待防止や成年後

見制度への取り組みに関し本事業と他機関との役割分担や連携が必要となってきていること

から、法人後見の取り組みに関する調査研究事業や研修、研究協議会を開催し、利用者の立

場に立った権利擁護の取組みの基盤整備に努めた。 

平成 21 年 3 月末現在、实利用者数 416件、相談件数 23,217 件、契約件数 65件、解約者数    

37件の事業实績となっている。 

 （１）啓発普及活動の推進 

   ① チラシ・パンフレットの増刷 

     部 数： 20,000 枚 

     配布先： 各種研修会･大会、関係機関連絡会議、各市町村社協等 

   ② 各種大会、研修会、会議等での広報活動 

      

20  

5 12  

沖縄県総合福祉セン

ター東棟 403研修审  
90  

20  

6 19  

豊見城市社会福祉セ

ンター  
 150  

20  

7 1  
県社協事務所内 

 
5  

20  

8 5  
県社協事務所内 

 
6  


